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令和４年度第２回金沢市行政改革推進委員会 会議概要 

 

１ 日時  令和４年 11 月 29 日（火）午後１時 30 分～午後２時 55 分 

 

２ 場所  金沢市役所第二本庁舎 2301 会議室（リモート会議方式）  

 

３ 出席者（委員及び本部員等）  

委員 

(11名) 
 

合田 篤子(委員長) 

濱崎 英明 

横山 邦春 

枡田 和枝 

佐藤 絢子 

山﨑 裕司（敬称略） 

坂下 清司 

細井 一夫 

本谷 悦子 

村山 愛乃 

中島 一茂 

本部員等 

(12名) 

(行政改革推進本部員 ) 

副市長 

総務局長 

文化スポーツ局長  

市民局長 

福祉健康局長  

こども未来局長  

環境局長 

危機管理監 

交流拠点都市推進室長 (都市政策

局長代理 ) 

広報広聴課長 (都市政策局長代理 ) 

労働政策課長 (経済局長代理）  

相川 一郎 

松田 滋人 

東  利裕 

松田 俊司 

高柳 晃一 

藤木 由里 

加藤 弘行 

上野 浩一 

西川 実 

 

村田 昌人 

村田 英彦 

(行政改革推進本部幹事) 

デジタル行政戦略課長  佐野 宏昭 

 

４ 議題 

(1) 指定管理者の管理運営状況に関する評価について  

(2) 金沢市行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の実施状況  

（第１回委員会未確定項目）について  

(3) 金沢市行政経営プラン素案について  
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(1) 指定管理者の管理運営状況に関する評価について  

No 委員の意見要旨  回答要旨  

1 

 

〔指定管理者の評価〕に関し

て  

指定管理者の評価について、

評価結果がＢとは指定管理者と

して最低限度のことができてい

るとのことである。本来はサー

ビスの質の向上をめざし、Ａや

Ｓに評価されるようにしていか

なければならないと思うことか

ら、来年度以降ＡやＳに評価さ

れる施設が増えるよう市として

も事業者が積極的にサービスの

向上に取り組むようなインセン

テ ィ ブ 施 策 等 が 必 要 で は な い

か。 

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

評価の前提として、Ｂ評価は、市が想定する

施設管理が適正に行われていることに対する評

価であり、最低限度の管理レベルではないこと

をご理解願いたい。  

一方で、Ａ評価を得るための努力を、指定管

理者に促すことは大切なことではあるが、まず

は、指定管理者と施設所管課の連携を密に、よ

り高い目標を設定し、その実現に向けて取り組

むことが肝要であると考えており、とりわけ、

ここ数年は、新型コロナウイルス感染症の影響

もあり、想定外の管理運営を強いられていたこ

とから、改めて、施設所管課を通じて市民サー

ビス向上に向けたを不断の努力を促してまいり

たい。 

また、ご提案の、インセンティブ施策も重要

な視点であり、指定管理者制度の目的でもある

市民サービスの向上と経費の削減の両立を図る

新たな仕組みについても、施設所管課や指定管

理者の意見もお聞きしながら検討してまいりた

い。 

2 

 

〔新たに指定管理者制度を導

入する施設〕に関して 

現在、指定管理者による管理

運営を行っていない施設におい

て、今後新たに指定管理者を置

く予定の施設はどのくらいある

のかをお聞きしたい。また、そ

れらの指定者となる業者などの

公 募 方 法 や 情 報 伝 達 の 平 等 性

（業種は偏りが多少出るだろう

が、どの程度対象となる企業、

団体などに平等に知られている

のか）について伺いたい。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 多くの市民の方に御利用いただく、いわゆる

「公の施設」については、指定管理者制度を導

入するか、直営とするかについての基準を設

け、制度の導入時点や、新たな施設が設置され

た時点で判断していることから、現在直営の施

設に指定管理者制度を導入する予定はない。  

一方、既に指定管理者制度を導入し、公募で

事業者を選定している施設では、近年、応募者

が減少していることもあり、昨年度、指定管理

者選定会においてこのことを取り上げ、市とし

ての対策を取りまとめたところであり、その中
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

で、これまで行ってこなかった、関連業界団体

への情報提供も行っていくこととしている。  

 

(2) 金沢市行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の実施状況  

（第１回委員会未確定項目）について  

No 委員の意見要旨  回答要旨  

3 〔市有施設全体のエネルギー

消費量の削減率〕に関して 

市有施設全体のエネルギー消

費量の削減率の目標未達成につ

いて、降雪量や空調設備の使用

量に応じてとのことだが、今後

この消費量削減率は目標として

ど う い う 値 を 目 指 し て 行 く の

か。  

実現可能な数値を、対象期間

を設定して目標にしていく事が

取り組む上で重要と考えるが、

必須とされるライフラインの使

用量を削減することは難しく、

他での削減対策の方法や天候に

左右しない案が求められる中、

現時点での結果を踏まえて具体

策があれば伺いたい。  

 

 

（環境局長）  

 市有施設におけるエネルギー消費量の削減目

標は、令和７年度までを計画期間として策定し

た「金沢市役所ゼロカーボン推進計画 2021」に

掲げられており、目標値は、前計画での令和２

年度７％削減の目標を 13.5％の削減により達成

したことを踏まえ、令和７年度には、平成 25 年

度比 20％削減としている。  

これに向け、令和４年３月に金沢市市有施設

低炭素化指針を策定し、公共施設の新築や改築

等に際しては、これまで以上に省エネルギー技

術や省エネルギー設備を積極的に導入すること

としている。また、既存施設のＬＥＤ照明への

切り替えや、公用車の電気自動車等への転換に

加え、ペーパーレス化の推進による紙ごみの削

減や、ごみ焼却熱によって発電した電気の利用

等を本格化しており、様々なエネルギー事情が

変化する中ではあるが、引き続き、機動的な対

応をめざしながら、エネルギー消費量の削減と

温室効果ガス排出量削減に積極的に努めてい

く。 

 

(3) 金沢市行政経営プラン素案について  

No 委員の意見要旨  回答要旨  

4 

 

〔石川中央都市圏〕に関して 

「 方 針 ２  共 創 の 質 を 高 め

る」として、石川中央都市圏に

おける連携を強化するとしてい

るが、石川中央都市圏の範囲及

び現時点で近隣の自治体と協議

 

（交流拠点都市推進室長）  

 石川中央都市圏は、金沢市を中枢都市とし

て、白山市、かほく市、野々市市、津幡町、内

灘町の４市２町で構成されている。  

 毎年、４市２町の首長による会議を開催し、
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

等実践に向けた活動は行ってい

る の か 。 ま た 、 行 っ て い る 場

合、どういう議論をしているの

か。  

広域連携の方針について定期的に協議を行って

いる。また、広域連携担当課による連絡調整会

議を開催しているほか、個別の連携事業につい

ては、担当部署間で連絡会等を設置し、定期的

に具体の協議を行うことにより、圏域内の連携

強化に努めているところである。  

連携事業の実績としては、これまで金沢広域

急病センターの開設や、公共施設保有量の最適

化についての検討などを行ってきたほか、今年

度は広域的な地域公共交通計画の策定に向けた

検討を行うなど、石川中央都市圏ビジョンの着

実な実践に取り組んでいるところである。  

5 〔ネーミングライツ〕に関し

て 

「方針３  財政基盤の質を高

める」として、ネーミングライ

ツの導入を検討するとしている

が、どういう施設を想定し、ど

のくらいの歳入を見込んでいる

のか。  

 

 

（文化スポーツ局長）  

 ネーミングライツは、スポーツ文化を推進す

るため、ホームタウンチームの応援機運を高

め、支援環境を整える一環として、城北市民運

動公園内で現在建設中の新サッカー場への導入

を検討するものである。歳入の見込みについて

は、現在実施中の導入調査で算定することとし

ており、現時点ではお示しできないが、他都市

のＪ２の 15,000 人規模のスタジアムでは、平均

1,800 万円程度となっており、本市のスタジア

ムは 10,000 人規模のため、この金額より小さい

金額になると考えている。  

 Ｊリーグチームのホームスタジアムとなる競

技場でのネーミングライツは、他都市でも一般

的であるが、市民野球場や総合体育館等の施設

は、その名称が既に市民に定着していることか

ら、今すぐに導入することはないが、今回のサ

ッカー場の導入調査の結果も含め、大規模改修

や将来の建替え等の際に個々の施設の特性に応

じ検討することとなる。 

6 〔特別会計の整理統合〕に関

して 

行 政 経 営 プ ラ ン の 「 方 針 ３  

財 政 基 盤 の 質 を 高 め る 」 と し

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 特定の歳入・歳出を一般会計と区分すること
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

て、特別会計の整理統合を進め

るとしているが、整理統合の対

象としている特別会計は何か。

また、その特別会計は現状どの

ような状況か。  

で、事業の状況や運営実績を明確化する特別会

計は、現在、本市には 18 ある。  

近年では、平成 30 年度に、農村下水道事業と

公共下水道事業を、下水道事業に整理統合した

ほか、本年４月から民間企業に事業を譲渡した  

企業局のガス事業及び発電事業の特別会計を整

理統合し、事業を精算するために設置した特別

会計が、今後整理統合の対象となる。  

このほか、具体的な名称をあげることは、差

し控えるが、今後、事業の進捗などにより、役

割を終えた特別会計については、順次、整理統

合を進めていきたいと考えている。 

 今回、プランの素案には「駐車場事業費特別

会計」を記載したが、これは、現在指定管理者

が運営している武蔵地下駐車場が、供用開始か

ら 25 年、金沢駅東駐車場は 32 年がそれぞれ経

過し、修繕費が増加傾向にあることに加え、コ

ロナ禍により利用台数が減少している状況にあ

り、こうした課題を解決していくための事例と

して取り上げたものである。  

7 〔デジタル人材〕に関して 

方針１の「行政組織の質を高

める」の中で、「デジタル技術

を活用した働く環境の充実に取

り組む」とあるが、そのために

は、外部に頼るのではなく、内

部のデジタル人材をしっかりと

育成していく必要がある。この

プランではその点をどう反映し

ていくのか。現在行っている取

り組みがあれば、合わせて教え

ていただきたい。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 デジタル技術を生かした働く環境を整えてい

くためには、ご指摘のとおり、デジタル人材の

育成が必要不可欠であると考えており、昨年度

から、全職員を対象とした一般職員向けデジタ

ル研修と、デジタルに関する知識と技術を身に

付け、各職場のデジタル化を推進するデジタル

行政推進リーダー育成研修をスタートさせてい

る。これらに加えて、市民目線に立つことで業

務改善をめざすサービスデザイン思考を職員が

意識することで、更に市のＤＸを進めていきた

いと考えている。  

デジタル技術は日々進展していることから、

こうした取り組みを継続するとともに、意欲の

ある職員が、デジタル化を生かせる環境づくり

が重要と考えており新たなプランには、これに

つながる取り組みを盛り込んでまいりたい。  
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

8 〔官民連携〕に関して 

方針２の「共創の質を高め

る」の中で、「民間の創意工夫

を活用する」とあるが、これま

でどのように官民連携に取り組

んできたのか。また、今後どの

ように連携を進めていくのか。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 これまでも、指定管理者制度や公共施設のＬ

ＥＤ化等に民間のノウハウや資金を活用してき

たほか、先ほどご説明した、デジタル人材の育

成にも、ＩＴ企業の知見をお借りしているとこ

ろである。  

 一方、財源や人員が一層限られる中にあっ

て、行政の仕事をそのまま民間へ置き換える業

務委託等では、多様化する市民ニーズに充分に

応えることが難しくなっているのが現状であ

る。 

 前例にとらわれない新しい発想が今後、必要

となってくることから、民間企業が持つ、自由

なアイデアや、変化に対する適応力、また、学

生など若い人たちの新鮮な発想力を市政に活か

しながら、今後の官民連携を進めていきたい。  

9 〔町会加入率〕に関して 

｢②地域コミュニティの希薄

化」について、コミュニティ活

性化審議会でも話題になってい

たが、町会加入率の低下につい

て、各町会長の感覚では大幅に

減少しているとは思われないと

のことであり、住民基本台帳の

世帯数と町会の申告した加入世

帯数から計算された資料から単

純に論じることはいかがか。  

また、町会加入率の増加に取

り 組 む 必 要 が あ る と し て い る

が、市としてどのような取り組

みができるのかプランを通して

みえない。  

 

（市民局長）  

 ご質問のとおり、町会長様のご尽力等により

町会加入世帯数が毎年増えているにもかかわら

ず、核家族化の進行や世帯分離の増加により町

会加入率は横ばい傾向となっており、地域コミ

ュニティ活性化推進審議会の委員からも、検討

を要するとの意見をいただいている。  

町会加入率の増加の取組については、引き続

き、不動産関係団体と連携し、集合住宅の町会

加入促進を図るとともに、転入・転居手続きの

際に、町会加入パンフレットを市民課・市民セ

ンターで配布し、町会加入を促すなど、町会加

入世帯の増加につなげていきたい。  

 加えて、現在、地域コミュニティの推進に向

けた新たな計画を策定しているところであり、

関連する取り組みは行政経営プランにも盛り込

んでまいりたい。  

10 〔多様な主体との協働〕に関

して 

方針２の「（１）多様な主体

 

 

（福祉健康局長）  
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

との協働の推進」について、多

様な主体との協働の推進は重要

と考えるが、例えば地区社会福

祉協議会等の中には市からの委

託事業等で手一杯の状況である

との状況をよく耳にする。更な

る推進を行うには既存委託事業

等の見直しやスクラップを行う

ことから始めることが必要でな

いか。  

 各地域において住民の福祉活動の中心的役割

を担う地区社会福祉協議会では、それぞれの地

区の課題解決に向け、主体的に５か年の実行計

画である「地域福祉活動計画」を策定してい

る。 

この計画の策定の過程においては、地域の福祉

課題を住民みんなで共有し、解決に向けた議論

を行ったうえ、各地区の実情に応じて、活動方

針や内容を各地区が主体性を持って決定してい

る。これまでに市内 54 地区すべての地区で策定

され、地域でさまざまな福祉活動が展開されて

いる。 

本市では、この地域福祉活動計画の策定経費

のほか、地区社会福祉協議会が主体的に行う活

動を支援するための様々な補助を行っていると

ころだが、これにより、かえって地元の負担と

ならないよう、十分な説明・配慮をしていくと

ともに、見直しやスクラップの必要性について

も、計画の策定の中で地域の皆様と検討してい

きたい。  

11 〔Ｕ・Ｊ・Ｉターン〕に関し

て 

今後、人口減少や超高齢化が

進むことから、Ｕ・Ｊ・Ｉター

ンを積極的に進める為の仕掛け

や仕組みが必要と思うがいかが

か。  

 

 

（労働政策課長）  

 地元企業へのＵＪＩターンを積極的に促進す

るため、リーフレットや金沢市はたらくサイト

でＵＪＩターンに関する情報を幅広く発信する

とともに、首都圏在住の学生との交流会「いい

ね金沢ゼミ」の開催などを通して、金沢で働く

魅力の発信や地元企業への就職を支援してきた  

ところである。  

また、令和元年度より、テレワークや起業に

よって東京圏から移住した方に、移住に係る経

費を助成する制度を開始し、現在まで申請件数

は着実に伸びている。  

さらに、本年２月には、企業の人材確保と若

年者の地元就職支援のため、奨学金返還支援制

度を設ける中小企業に対する助成制度を創設

し、市主催イベントや経済団体等を通じ制度の
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周知を図るなど、利用促進に向けた取り組みを

進めているところである。  

 加えて、石川中央都市圏に勤務し、本市に移

住されて３年未満のＵＪＩ世帯等を対象とした

「ようこそ金沢住宅取得奨励金」など、移住者

向けの住宅取得支援制度により、本市での定住

を促進するとともに、移住者が必要とする情報

や移住のきっかけとなる本市の魅力をＳＮＳ等

で発信している。  

引き続き、ＵＪＩターンの更なる促進に取り

組んでまいりたい。  

12 〔町会加入〕に関して 

町会加入は地域コミュニティ

や防災の面でたいへん大事であ

ることから町会加入率を向上さ

せる為の啓発と地域コミュニテ

ィなどの一層の負担軽減が必要

と思うがいかがか。  

 

（市民局長）  

町会加入率の向上については先の答弁で回答

したため割愛させていただく。  

町会連合会では電子回覧板アプリを導入し、

出欠確認をアプリ上で行うなどの事務改善を行

っており、市はアプリの導入を支援していると

ころである。本市の校下（地区）町会連合会の

うち、およそ三分の一の団体において、何らか

の形でアプリを導入していただいており、公民

館などの地域団体も含め、負担軽減につながる

アプリ導入団体の増加に努めていきたい。  

13 〔マイナンバーカード〕に関

して 

デジタル化が進む中でマイナ

ンバーカードの現在の普及率は

どのようになっているのか。ま

た、マイナンバーカードのセキ

ュ リ テ ィ に つ い て 教 え て ほ し

い。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 本市のマイナンバーカードの交付率は、 10 月

末時点で、 46.5％となっている。全国平均を少

し下回っているが、マイナポイント第２弾の申

込期限である来年２月に向けて、今後、交付率

は上がるものと考えている。  

 マイナンバーカードのセキュリティについて

は、IC チップを読み取る際に必要となる４桁の

パスワードの入力は一定回数間違えると、ロッ

クがかかるほか、不正に情報を読み出そうとす

ると IC チップが壊れる仕組みとなっている。  

 また、紛失した場合でも、コールセンターに

より 24 時間 365 日体制でカード利用の一時利用
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停止を行うことが出来る。  

マイナンバーを知られると個人情報が芋づる

式に盗まれてしまうと思っている人もいるよう

だが、個別の情報は、それぞれの地方自治体や

健康保険組合で分散管理されており、また、デ

ータ連携はマイナンバー以外の符号で行うこと

となっていることから、マイナンバーの漏洩で

情報が一元的に漏洩することは無い。加えて、

カードには、マイナンバーのほか、氏名、住

所、性別、生年月日の４情報しか入っていない

ことから、カードの紛失により、医療情報や税

情報が漏洩することもない。  

14 〔子育て支援〕に関して 

今後、人口減少社会が到来す

る中で、量の改革から質を高め

る改革への転換を図るというこ

とだが、まずは金沢市の人口減

少を食い止める施策が必要であ

る。そのためには、子どもを産

み育てる環境をさらに充実させ

る必要があると考える。全国的

に 子 ど も の 数 が 減 っ て い く 中

で、これまで以上に子育て支援

施策を充実していく必要がある

と思うが、金沢市の現在の考え

方について伺う。  

 

（こども未来局長）  

 本市では、これまでも未来を担う子どもを健

やかに育むため、子育て世帯を支える施策を充

実するべく、子育て夢プランの実践に全力で取

り組んできたところである。  

具体には、保護者負担の軽減を図るため、２

４年連続で保育料を据え置くとともに、保育所

での休日保育の提供、市内８箇所の医療機関で

の病児一時保育の実施、４市２町で金沢広域急

病センターを共同運営するなど、安心して子育

てできる環境の充実に努めている。  

また、今般策定した子ども生活応援プランの

具現化に向け、本年度より児童扶養手当を受給

するひとり親世帯に対し、児童クラブ利用料の

負担軽減制度の拡充を図るなど、困難を抱える

家庭への支援にも努めることとしている。  

さらに、児童の豊かな感性と情操を育むた

め、保育所への芸術家の派遣に加え、芸術文化

活動を児童養護施設等で実施していくなど、本

市の強みでもある文化を生かした施策を充実す

るとともに、コロナ禍からの地域経済の早期回

復を図り、雇用の確保とワークライフバランス

の推進に取り組むことで、子育てをしたいと思

えるまち金沢をめざしていきたい。  
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15 〔自然災害の被害の軽減〕に

関して 

「①自然災害の頻発」につい

て、ハード・ソフト両面から被

害の軽減に向けた取り組みとあ

るが、具体的に教えていただき

たい。 

 

 

（危機管理監）  

 自然災害への取り組みについて、まず、地震

に対しては、ハード対策として、公共施設の耐

震改修や一般住宅等の耐震化への補助、ソフト

対策として、市民防災訓練の実施や金沢かがや

き発信講座の開催など、あらゆる機会を通じ

て、被害の軽減に向け、周知・啓発を図ってい

る。 

また、頻発・激甚化する水害に対して、本市

ではこれまでも、「金沢市総合治水対策実施計

画」に基づき、ハード面では、治水対策及び流

域対策、ソフト面では、土地利用対策及び減

災・水防対策の４つを柱とした「総合治水対

策」に取り組んでいるところである。  

具体的には、ハード面においては、治水対策

として河川や下水道の整備に取り組むととも

に、流域対策として貯留施設や浸透施設の整備

を進めている。  

また、ソフト面においては、土地利用対策と

して森林・農地の保全等に取り組むとともに、

減災・水防対策として水防・避難体制の強化を

図っている。  

16 〔情報発信〕に関して 

質の高い市民サービスとして

「情報・ＳＮＳ等を活用した情

報発信」とあるが、「伝える」

ことはできると思うが「伝わっ

た」ことはどう確認するのか。

例えば、ＳＮＳを利用していな

い・できない高齢者や障害者等

もいるので、情報の一方通行に

なるだけなのではないか。一方

通 行 に な ら な い た め の 取 り 組

み、工夫があれば教えていただ

きたい。  

 

（広報広聴課長）  

 本市の広報手段としては、ＳＮＳのほか、既

存のメディアとしてテレビ・ラジオの市政広報

番組や新聞広報、ホームページなどがあり、障

害者に対しては、点字版や録音版の広報資料を

作成している。  

 現在、今後５年間を見据えた次期広報基本戦

略の改定作業を行っているところであるが、既

存メディアからＳＮＳに誘導させるなどの各種

メディアを組み合わせた効果的な広報について

検討を進めているほか、定期的に実施している

本市の広報に対するアンケート調査の結果に加

え、ホームページや電話からのご意見も参考に
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しながら、市の情報がより多くの市民に伝わる

よう今後も取り組んでいきたい。  

17 〔学生との協働〕に関して 

「 方 針 ２  共 創 の 質 を 高 め

る」（１）多様な主体との協働

の推進について、若い世代の発

想も取り入れるため、学生との

協働をぜひ推進していただきた

い。まちづくりに意欲がある学

生や他県出身の学生も多く、学

んでいることを生かしたい想い

や、地元にはない意見もあるの

ではないかと思う。  

また、コロナ禍の影響もあり

大学間の交流の機会が減少して

いるので、様々な学校の学生が

交流しながらまちづくりを進め

る機会があればいいと思うが、

いかがか。 

 

（市民局長）  

 これまでも、協働のまちづくりチャレンジ事

業に学生部門を設け、学生の目線を取り入れた

行政との協働を推進しているところである。  

また、学生のまち市民交流館を拠点とした金

沢まちづくり学生会議には、様々な大学等から

他県出身の学生も参加し、学生たちの提案で、

まちづくり活動や地域の商店街などと連携した

イベントを企画から実施まで自主的に行ってい

ただいている。  

学生との意見交換の中でも、他県出身である

からこそ、限られた学生生活を過ごす期間に、

この金沢で活動を行いたいとの意見もあり、こ

れからも積極的な活動と地域との連携をお願い

したいと考えており、市としても、引き続き活

動や組織運営を支援していきたい。  

18 〔情報発信〕に関して 

SNS 等を活用した情報発信と

あ る が 、『 い い ね 金 沢 』 の

Facebook ページでの発信を見る

と、話題性のあるものへの反響

はあるが、全体的に目を通して

いる人が少ない印象がある。ま

た、市議会議員の方たちの活動

報告で SNS に市政の話題がのぼ

ることあるが、市の取組や現状

を広く伝えるという目的ではな

いように感じるので、インフル

エンサー的な役割をするアカウ

ントがどうしても必要になって

くる。そのアカウントの管理は

多大な労力がかかり難しいとこ

ろではあるが、市民との協働・

連携を考えると前市長の山野氏

 

（広報広聴課長）  

 本市のＳＮＳの活用としては、ライン、ツイ

ッター、フェイスブック、ユーチューブ、イン

スタグラムの運用をしているが、これらのＳＮ

Ｓをさらに効果的に利用して情報発信力を強化

していくために、現在、今後５年間を見据えた

次期広報基本戦略の改定作業を行っているとこ

ろである。  

 各種ＳＮＳの特性を踏まえた効果的な利用に

ついて、委員ご指摘の意見を含めて、検討して

いきたい。  
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のような市民と市政の橋渡し的

な存在が情報公開の観点からは

不可欠であろうと考える。  

案としては、対象者に届きや

すいタイミングで投稿するなど

SNS 活用法を工夫する、現在シ

リーズ化している【土木局若手

職員の日常】のような親しみや

すいものを増やすなど、すぐ実

践できるものもあると思うが、  

いかがか。 

19 〔地域防災〕に関して 

地域防災に際して、大規模被

害が発生しても現状は避難所の

キャパシティや備蓄品が不足し

ていると思われるが、これから

地域としてはどのような対策を

とればよいと考えるか。 

 

（危機管理監）  

 まず、避難所のキャパシティについては、各

校下・地区の状況も把握しながら、あらゆる災

害に対応できるよう、公共施設のみならず、さ

まざまな施設の活用等も含め、避難所の確保に

努めていく。  

他方、災害発生時に必要となる備蓄品につい

ては、自助・共助を基本として、日頃から各家

庭において飲料水や食料品などを中心に備えを

進めることが大事であると考えており、また、

公助である本市においても、大規模な災害に対

応できるよう、食料、生活必需品、防災資機材

等の備蓄の確保に努めているところである。合

わせて、金沢かがやき発信講座など、あらゆる

機会を通じて、市民の皆様に備えの大切さにつ

いて周知を図っている。 

なお、本市では今年度、金沢市防災備蓄計画

の策定を進めており、今後、当該計画の周知を

通して、想定される災害に対し、家庭・地域・

市が連携した、適切な備蓄品の確保に繋げてい

く。  

20 〔人材確保〕に関して 

優 秀 な 人 材 確 保 を 考 え る 上

で、中高生および大学生などに

対して市政について学ぶ授業を

カリキュラム化するとか、民間

 

（総務局長）  

 優秀な人材を確保するため、就職を目前に控

えた大学生や短大生、高校生に市役所の仕事を

知ってもらうことは、大切なことと考えてい
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から官民連携推進員のような  

人材を募ってみてはどうか。  

る。 

ご提案のカリキュラム化は難しいが、現在、

専用のウェブサイトを開設するとともに、ツイ

ッターやインスタグラムなどのＳＮＳを活用

し、様々な仕事に従事する市職員が情報発信し

ているところであり、こうしたことに加え、市

が主催する事業やイベント等を通じて、金沢市

の仕事を発信していくことが、何よりも重要で

あると考えている。  

なお、これまでも、民間企業との連携や市民

団体との協働などを通じて、官民連携を推進し

てきたところであり、ご提案の「官民連携推進

員」も含め、どのようなことが効果的か、引き

続き研究していきたい。 

21 〔超高齢社会における市民サ

ービス〕に関して 

高齢社会が進んでくると、町

会等の地域活動が停滞してくる

ことも考えられ、ますます行政

に頼る人が増えると思われる

が、質の高い市民サービスを提

供するための施策はあるか。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 ご質問のとおり、高齢社会の進展による町会

等の地域コミュニティの担い手不足は課題であ

ると認識している。 

 先の市民局長の答弁で回答したとおり、町会

の加入促進に向けて、市として各種取り組みを

進めているほか地域コミュニティの推進に向け

た新たな計画も策定しているところである。  

さらに、最近では、電子回覧板アプリの活用

が地域で進んできている。このほか、地域ごと

のごみの収集日やごみの出し方について教えて

くれる５３７４アプリをご存じの方も多いと思

うが、これは、行政ではなく様々な市民が参加

する、いわゆるシビックテックという手法で作

られたものであり、こうした取り組みも広く市

民に広がっている。行政も地域も、財源や人員

に限りが有る中で、こうしたデジタル技術の活

用が、一つのキーとなってくる。  

これからは、一人ひとりに寄り添った市民サ

ービスをより一層心掛けていかなければならな

い。行政だけではなく民間や市民の皆様のお力

やお知恵をお借りすることで新たな課題の解決
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などにつなげていくことが、質の高い市民サー

ビスにつながると考えており、そうした取り組

みをプランに盛り込んでまいりたい。  

22 〔職員の提案〕に関して 

「方針１  行政組織の質を高

める」において「働き方のＤＸ

と機能的な組織運営」や「職員

の意識改革と人材の確保」が具

体 的 方 針 と し て 示 さ れ て い る

が、「質を高める改革」のため

には職員の方の率直な意見（ア

イデア）や要望が活かされるこ

とも望ましいと考える。市役所

では職員の意見等が反映される

ような機会（会議体、システム

等）があるのか。もしなければ

今後予定はあるか。また、これ

まで職員の意見から行政改革の

施策につながった事案などあれ

ば紹介してほしい。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 本市では、職員がアイデアを提案し、優秀な

提案を表彰する制度があり、これに加えて、昨

年度、総務局と会計課が所管する全庁的な事務

ルール等を廃止・見直しする提案を全庁的に募

集し、99 件の提案があった。これに基づき、そ

れぞれの課で処理していた新聞料の支払い事務

を一元化するなど 27 件を廃止・見直ししていく

こととしている。  

 これに加えて、同様に、デジタル化による事

務改善の提案を募集したところ、 38 件の報告が

あり、このうち、建設工事に係る入札参加資格

申請登録の電子化などの８件を優秀な提案とし

て表彰したところである。  

こうした取り組みは、職員のモチベーション

を高めるためにも今後、益々重要になると考え

ており、より実践的な職員提案制度となるよう

プランの中でもその充実を図っていきたいと考

えている。  

23 〔質の改革〕に関して 

「量の改革から質の改革」と

謳うと大きな変革という印象だ

が、実際のプランを見ると現行

のものとあまり大差が無いよう

に見受けられた。新プランの詳

細ページに、どこが質の改革に

なるのか、新規の取組か継続事

案などが分かるような工夫があ

るとありがたい。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 「量」から「質」へと方向性の転換を掲げた

ところであるが、地域コミュニティの充実や健

全財政の確保など、中長期的に取り組む事項も

あり、大きな方針をお示しした今回の素案で

は、「質」の部分がまだまだ見えにくいとのご指

摘と理解している。  

今回の素案の中にも一部記載したとおりＳＤ

Ｇｓへの配慮や多発する自然災害への対応に加

え、コロナを機に人々の価値観も大きく変わる

中で、世代間や性別に限らず、今後行政には、

市民一人ひとりへのきめ細やかなサービスが求

められることとなり、それに応えていくこと

も、「質」の改革の一つだと考えており、できる
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だけ多くの施策をプランの中に盛り込んでいき

たい。 

24 〔質の改革の評価〕に関して 

「量の改革」は評価基準が定

めやすいが「質の改革」はどの

ように評価を行うのか。質的評

価のメソッドについて研究の必

要があるのではないか。市の事

業すべてについて、量的評価や

基準に縛られてしまった結果、

市民ニーズに応えられない事例

が多くあるように感じており、

質的評価の仕組みはそういう意

味でもとても重要に思う。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 「量」か「質」かに限らず、原則として、市

の事業は目標を設定し、その達成に向けて、適

切に事業を執行することが重要である。  

 プランの進捗を図る上では、一定の数値目標

は必要と考えているが、必ずしも数値化できな

いものもあり、委員のご指摘の通り、無理に数

値化することにより、市民ニーズに応えられな

いことがあっては本末転倒でもあることから、   

事業本来の目的を妨げてしまうことがないよ

う、目標の設定に際しては、充分な検討を行っ

てまいりたい。  

25 〔行政手続きの見直し〕に関

して 

「量の改革」は十分に実施し

た前提だが、一市民として日常

の中で行政手続きに触れると、

本当に必要なのか議論の余地が

あるような形骸化された手続き

がまだ残っている印象である。

そういったケースについて市民

から意見を吸い上げ議論する仕

組みはつくれないか。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 市民の方が行う行政手続きについては、押印

の省略や電子申請の拡大など、利便性の向上を

図ってきたところであるが、更なる改善が必要

と考えている。  

 そのためには、サービスデザイン思考を意識

しながら、職員が常に市民目線で事務を行うこ

とが重要であり、その気づきともなる、市民か

ら意見をいただく仕組みとあわせ、どのような

取り組みをプランの中でお示しできるか、今後

検討してまいりたい。  

26 〔取組姿勢〕に関して 

「５つの取り組み姿勢」はどこ

にどのように反映されるのか。

大事な姿勢と思うので形骸化し

ないようプランや計画に具体的

に落とし込んでいただきたい。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 取組姿勢として掲げている５つの視点は、市

職員が持つべき基本的な姿勢として今回のプラ

ンで敢えて新たに示したものであり、質を高め

るための重要な要素と考えている。  

一方で、全てに共通した理念であるため、個

別の事業に落とし込むことは難しいと考えてい

るが今回、取組姿勢を明示した意味を形骸化さ
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せないためにも、庁内の推進本部で意識の共有

を図るなど、本プランを推進していく中で、そ

の趣旨を浸透させる仕組みを工夫してまいりた

い。 

27 〔部門横断的な機能〕に関し

て 

事業の効率化や質の向上を目

指すため、部門横断的に市の事

業全体を捉える機能を置く提案

させていただいたが、経過を教

えていただきたい。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 事業の効率的な執行に向けて、特に、デジタ

ル化で効果のあった成功事例を横展開するため

の取り組みをスタートさせている。具体的に

は、デジタル行政戦略課と昨年度から育成して

いるデジタル行政推進リーダーが中心となり、

ＤＸ推進チームを結成し業務の見直しやＲＰＡ

等のデジタル技術の導入を進めている。  

 一方で、前回の委員会で委員からご提案いた

だいた、類似事業をコラボレーションし、より

充実させる仕組みについては類似事業の洗い出

しの手法などに課題があり、今後の検討課題と

させていただきたい。  

28 〔多様な主体との協働〕に関

して 

協働をすすめる市民会議や市

民活動サポートセンターは、部

門横断的に市民のニーズを拾う

ことができ、かつ市民活動団体

の情報を把握しているセクショ

ンであると理解しているが、プ

ランの中に入っていないのはど

うしてか。「多様な主体との協

働の推進」においてこの２つの

機能の位置づけはどういったも

のなのか。  

 

 

（市民局長）  

 現在、地域コミュニティの推進に向けた新た

な計画を策定しているところであり、関連する

取り組みは行政経営プランにも盛り込んでいき

たいと考えている。  

協働をすすめる市民会議は、学識、地域団

体、市民活動団体、学生団体等で構成され、自

主的かつ自発的な市民参加と協働に関する施策

の推進について協議していただいている。  

 また、市民活動サポートセンターは、コーデ

ィネーターやアドバイザーを配置し、市民団体

等の活動手法や自立などについて、細やかに対

応、支援を行っている。 

 いずれも、市民や市民団体、企業、学生等の

多様な主体との協働の推進においては、大切な

役割を担っていくべきものと考えており、個別

の事業の実施において、様々な主体に対して、
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必要に応じ積極的に支援や助言を行っていきた

い。 

 

 


